




⑧ （新）定時制通信制生徒支援事業（教育委員会） 
【基本事業名：22104 学びを支える環境づくりの推進】 
（第１０款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 
当初予算額：（23） － 千円 → （24）７，０９３千円 
事業概要：定時制通信制高校に学ぶ経済的に困難な状況にある生徒

に対し、教科書等の給付を行うほか、就労環境が厳しい定時
制通信制の生徒に対して社会的自立に向けた支援を行う修
学・就労支援員を配置します。 

 
⑨ （一部新）道徳教育総合支援事業（教育委員会） 

【基本事業名：22104 学びを支える環境づくりの推進】 
（第１０款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費）   
当初予算額：（23） － 千円 → （24）７，３５３千円 

  事業概要：道徳教育の一層の充実を図るため、各教育委員会が主体
的に行う道徳教育推進の取組を支援し、その結果得られた成
果を県内に普及するとともに、「心のノート」（国作成）と「三
重の文化」（県作成）を組み合わせた教材を作成し、学校に
おいて適切に活用されるよう取り組みます。 

 
⑩ スクールカウンセラー等活用事業（教育委員会） 

【基本事業名：22104 学びを支える環境づくりの推進】 
（第１０款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費）   
当初予算額：（23）１８２，７１９千円  

→（24）１６０，８０３千円 
事業概要：学校の相談体制を充実するとともに、関係機関との連携

等により課題の解決を図るため、専門的な知識や経験を有す
るスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカー
を小中学校及び高等学校等に配置・派遣し、さまざまな生徒
指導上の問題解決のための取組を進めます。（スクールカウ
ンセラー配置校：小学校 59校、中学校 152 校、高等学校 31
校） 

 
⑪ （一部新）学校問題解決サポート事業（教育委員会） 

【基本事業名：22104 学びを支える環境づくりの推進】 
（第１０款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費）   
当初予算額：（23）９８４千円→（24）１，６５５千円 
事業概要：学校だけでは解決できない生徒指導上の問題に対応する

ため、「学校問題解決サポートチーム」を学校に派遣して、
指導・助言するとともに、弁護士等と連携して、問題解決に
向けた支援を行います。また、教員の初期対応ができる力量
を高めることをねらいとした講座を各校種 1回ずつ開催し、
学校の対応力の向上をめざします。 

⑫ （新）学びの環境づくり支援事業（教育委員会） 
【基本事業名：22104 学びを支える環境づくりの推進】 
（第１０款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費）   
当初予算額：（23） － 千円 → （24）２５，２１３千円 

  事業概要：いじめや暴力行為、不登校などの課題を解決し、子ども
たちの学びを保障するための環境づくりを推進していくた
め、従来の取組に加え、中学校区を単位として重点的に取り
組む地域（15中学校区）にスクールカウンセラーを配置し、
小中学校間のスムーズな連携や継続した支援を進め、教育相
談体制の充実・活性化を図ります。 

 
⑬ （一部新）学びを保障するネットワークづくり事業（教育委員会） 

【基本事業名：22104 学びを支える環境づくりの推進】 
（第１０款 教育費 第１項 教育総務費 ６人権教育費） 
当初予算額：（23）５，１４４千円→（24）１３，７００千円 

  事業概要：いじめ、不登校など子どもたちを取り巻くさまざまな課
題の解決や未然防止を図るため、新たな仕組みとして、学校、
保護者、地域住民等が一体となって取り組む「子ども支援ネ
ットワーク」を中学校区の単位で構築し、子どもたちの自尊
感情や学習意欲の向上を支えます。（ネットワーク構築の中
学校区：平成 24年度は 10校区、平成 27年度までに 40校区） 

      また、ネットワーク構築の際に、要となる教員の育成を支
援します。 

 
⑭ 私立高等学校等振興補助金（環境生活部） 

【基本事業名：22105 私学教育の振興】 
  （第１０款 教育費 第８項 私学振興費 １私学振興費）   

当初予算額：（23) ４，７２７，７４４千円 
→（24）４，６８９，１６０千円 

私立幼稚園振興補助金（環境生活部） 
【基本事業名：22105 私学教育の振興】 

  （第１０款 教育費 第８項 私学振興費 １私学振興費）   
当初予算額：（23) １，９０４，１７７千円 

→（24）１，８７８，５８９千円 
  事業概要：公教育の一翼を担っている私立学校（幼・小・中・高校）

において、建学の精神に基づく個性豊かで多様な教育が推進
されるとともに、児童生徒の就学上の経済的負担の軽減を図
るため、経常的経費への支援を行います。 

 


